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開    会 

 

○原島会長 それでは、ただいまから審議会を開催いたします。 

 まず初めに、電波監理審議会の議事の公表について確認をさせていただきた

く存じます。前回の審議会にて決定されたとおり、前回、平成２３年４月１３

日の電波監理審議会分から議事録をホームページに掲載することといたします。

あわせて、平成１７年７月に決定された「電波監理審議会の議事の公表につい

て」は廃止とさせていただきます。 

 何か、これについてご質問、ご意見等ございますでしょうか。特になければ、

これに従って進めたいと存じますので、よろしくお願いいたします。 

 よろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

○原島会長 ありがとうございます。 

 それでは、情報流通行政局の職員に入室するよう連絡をお願いいたします。 

（情報流通行政局職員入室） 

 

報告事項（情報流通行政局関係） 

 

○東日本大震災に伴うデジタル放送に係る電波法の特例に関する法律案

について 

 

○原島会長 では、報告事項といたしまして、「東日本大震災に伴う地上デジタ

ル放送に係る電波法の特例に関する法律案について」につきまして、このたび

の東日本大震災の被害状況等も含め、総務省から報告をいただきます。 

 川村電気通信技術システム課企画官、奈良放送政策課長及び吉田地上放送課
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長から報告をお願いいたします。 

○川村電気通信技術システム課企画官 電気通信事業部電気通信技術システム

課の川村でございます。 

 まず、お手元の資料の東日本大震災における通信の復旧状況という資料をご

らんいただきたいと思います。電気通信に関する東日本大震災における被害状

況及び復旧状況でございますが、今週月曜日の時点で、ＮＴＴ固定電話の交換

局及び携帯電話の通話エリアに関しましては、４月の末までに一部の地域、こ

れは福島第一原発の周辺地域ですとか、一部の島嶼部、工事が困難な地域等、

こういったところを除いて、復旧いたしております。ただし、ＮＴＴの交換局

と利用者宅の間の通信回線につきましては、いまだ切断しているところもござ

いますので、こういったところにつきましては、地域の復興、特にこれは三陸

の沿岸地域でございますけれども、こういった地域の復興とともに自治体と連

携しつつ、事業者の方で引き続き復旧の対応を行っているところでございます。 

 具体的な数字でございますけれども、ＮＴＴの固定電話に関しましては、現

在、沿岸部を中心に約１.２万回線が不通の状況。ただし、ピーク時、３月１３

日の時点では約１００万回線が不通でございましたので、それも１％強ぐらい

までになっております。それから、あとは事業者の対応状況としては災害用の

伝言ダイヤルですとか、特設公衆電話、こういったものを避難所に設置するで

すとか、今回、広域で停電が発生いたしましたので、移動電源車等を東北各県

へ配備するなどの対応を行ってきているところでございます。 

 続きまして携帯電話でございますけれども、これも今週月曜現在で、４９３

基地局が停波しております。ただし、これもピーク時、これは３月１２日でご

ざいますが、その時点では約１万４,８００局が停波していたところでございま

して、これもほとんどが復旧している状況でございます。内訳につきましては、

ＮＴＴドコモが３０６、ＫＤＤＩが１１０、ソフトバンクモバイルが７７基地
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局が、現在停止。イー・モバイルに関しましては、既に復旧済みでございます。 

 事業者の対応状況といたしましては、災害用伝言板サービスといったものを、

震災時から提供しております。それから、三陸沿岸の基地局が津波等で倒壊し

てしまったところには、車載型の移動基地局を配備して、携帯電話のサービス

を提供しているところもございます。それから、衛星携帯電話を自治体等に無

償貸与等しているところでございます。また総務省につきましても、災害対策

用移動通信機器、これはＭＣＡですとか、簡易無線でございますが、こういっ

たものを８７０台、無償で貸与しているところでございます。 

 あと、２枚目、３枚目、４枚目は各県の現在の復旧状況といいますか、不通

の地域の状況でございますが、ごらんいただきますとおり、ほぼ復旧いたして

おりまして、あとは、この移動基地局で代替的にサービスを提供しているとこ

ろにつきましても、もともとの基地局を復旧させて、それで完全復旧というこ

とになるところでございます。 

 ご説明は以上でございます。 

○奈良放送政策課長 続きまして、放送政策課長、奈良でございます。 

 東日本大震災テレビジョン中継局の停波状況という１枚紙でご説明させてい

ただきます。発災直後、把握している範囲では、最大で１２０カ所のテレビジ

ョン中継局が一時ダウンいたしましたが、最新の状況では岩手県もすべて復旧

しておりまして、宮城県の３局のみ停波という状況でございます。宮城県の３

局、エリア的に言うと、大体世帯数が全部で合計４００世帯ですが、このうち

２局は停電によるアナログ中継局のダウンでございまして、商用電源が復帰す

れば復帰するということでございます。 

 南三陸町にあります、志津川新井田デジタルテレビ中継局が津波にやられて

おりまして、復電したらすぐ復旧するという状況ではございませんが、エリア

としてやられておりますので、そこは全体の復興という流れの中での対応にな
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ろうかと思っております。ちなみに、ここはアナログとデジタルの両方があり

まして、アナログのほうは復電によりまして既に復旧しております。完全に流

されているのがデジタルの方でございますけれども、詳細の地図はつけてござ

いませんが、これはかなり狭いエリアをカバーしておりまして、基本的には避

難所等がありますエリアに関しましては、別に志津川デジタル中継局がカバー

しておりますので、避難所におられる方々はテレビが見られる状況になってご

ざいます。 

 ちなみに、それ以外の取り組みにつきまして補足させていただきますと、ま

ず被災地自治体が臨時災害放送局をいくつか開設しております。ＦＭを使った

災害情報提供の音声放送局でございますけれども、延べで２３市町村が開設し

ておりまして、これらすべて速やかな許可という態勢で、総務省としての対応

としております。 

 加えまして、ラジオ機器の提供につきまして、もう一点補足させていただき

ます。発災直後に、私どももメーカー等に要請をいたしまして、延べ、合計約

４万台程度が現地に提供されております。加えまして総務省におきましても、

２２年度予算を活用いたしまして、プラス１万台程度のラジオ端末を現地に提

供してございます。 

 簡単でございますが、以上でございます。 

○吉田地上放送課長 地上放送課長でございます。 

 続きまして、東日本大震災に伴う地上デジタル放送に係る電波法の特例に関

する法律案につきまして、ご説明させていただきます。小さいダブルクリップ

で右上にとめてある資料でございます。下についております冊子は法律案その

ものと参考資料でございますので、この１枚紙に基づいて説明させていただき

ます。 

 震災発生以降、私どもといたしましては、この震災が地デジ対策、地上放送
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のデジタル化対策にどういう影響を与えるかについて、状況を調査してまいり

ました。デジタル中継局につきましては、先ほど放送政策課長から説明申し上

げましたとおり、津波により１局が流出している。ただ、そのカバーしている

範囲は非常に限定的であるというところでございます。そのほかにもケーブル

テレビが３事業者におきまして、流出ないし一部損壊というところがございま

す。いずれも、ケーブルテレビにつきましては宮城県と岩手県でございます。

一方で、いわゆる受信環境につきましては、例えば共同アンテナを設置してご

らんいただいているところ、それをデジタル化取り組みをしているところとい

うことがございます。これも沿岸部におきましては、一部流出していると推計

してございます。 

 一方で津波による流出地域におきましては、そもそも今、そこに居住できな

い状況にございますので、デジタルであるかアナログであるかにかかわりなく、

そこにお住みになれない状況でございまして、デジタルへの切りかえという観

点からは、直接の影響がないという状況でございますけれども、実際上の問題

としては、そこら地域から避難をしている方々、仮設住宅であるとか民間借り

上げ住宅など、もちろん、まだ避難所にもいっぱいいらっしゃいます。あるい

は公営住宅などに入っていらっしゃるわけでございますが、そういうご家庭に

対しましては、これは国の取り組みではございませんが、日本赤十字社さんが、

デジタルテレビを含む家電セットを寄贈いただく取り組みをしていただいてい

ると伺っております。したがいまして、そういう仮設住宅などに避難なさった

方につきましては、そういう中でデジタルテレビを見られる環境にあるという

のが実情でございます。 

 一方で、さまざまな共同アンテナなどの被害状況なども調べてまいりました

けれども、岩手、宮城、福島につきましては、その３県におきまして、共同ア

ンテナ、あるいは家のアンテナ、戸建て住宅のアンテナなどが壊れてしまい、
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修繕が必要であろうと推計されるものにつきましては、大体３県で約１万５,

０００世帯ぐらいと推計しております。 

 一方で、もともと、この震災時期から、つまり３月から７月までにかけまし

て、７月の完全デジタル化に向けまして、本来対策をしなければならなかった

共同アンテナの改修であるとか、あるいはアナログは届くけれどもデジタルは

届かない地域の新たな難視対策などにつきまして、そういうものも、その３県

におきましては随分残っております。もともと３月から７月まで取り組まなけ

ればならなかったのが、大体４万５,０００世帯ぐらいございます。したがいま

して、対策が残っていた約４万５,０００世帯と壊れたりいたしました１万５,

０００世帯、合わせまして約６万世帯が、３県において地デジ対応を今後して

いかなければならない主体として、残っている状況でございます。 

 その数自体、６万世帯というのは、本格的に取り組みを行えば対策を行えな

い数ではございません。デジサポなどがフル稼働していけばできるものでござ

いますけれども、実情といたしましては、こういう山間部における地元住民と

の話し合いをして、対策を行っていくに当たりましては、私どもの支援センタ

ーであるデジサポとともに、市町村であるとか、地元の自治会であるとかに、

ご協力いただきながら取り組んできたところでございます。ご存じのとおり、

地元の自治体、市町村や自治会などは、そういう地域の復興と、あるいは避難

者対策などに、今、そちらが最優先でございまして、そういう取り組みができ

ない状況にございます。デジサポによる取り組みというのも一部は再開は、も

ちろん、できる部分はしておりますけれども、それも非常に限定的になってい

る状況にございまして、この残った６万世帯につきまして、今年７月までに対

策を行うめどが立たない状況にあるということでございます。 

 また、これはアンテナなどの受信環境ということでございますが、当然、ご

家庭の中のテレビにつきましても、デジタル対応をしていただかなければなり



-7-

ません。全国的には、昨年１２月の数字で大体９５％ぐらいまで、デジタル受

信機が普及してきたわけでございますが、この３県におきましては、比較的そ

れよりも低めの数字でございました。９０％前半の普及率で、そこを７月まで

に追いつかなければならないということでございましたけれども、それを行う

に当たっては、例えば高齢者宅への訪問などにおきまして、やはり先ほど申し

上げた自治会長さんだとか、あるいは民生委員の皆さんなどにもご協力いただ

いて、地元の電気屋さんなども含めて、デジサポが中心とはなってまいります

けれども、地域の民間のお力をお借りしながら、取り組んできたところでござ

いますが、そういう働きかけも、今、正直、できない状況にあるというところ

でございます。そういうアンテナ面、あるいは受信機面、両方において、デジ

タルに円滑に移行するための取り組みが、今、できないという状況にございま

す。 

 また、この検討の過程におきましては、地元の自治体、県などからもご意見

を伺いましたけれども、やはりこの３県については、今、地デジ対策ができる

状況でないので、ぜひとも延ばしてほしいというご意見もございました。そこ

らの事情を総合的に判断いたしまして、私どもとしてはこの３県については、

一定期間、アナログ停波を延期しなければ円滑なデジタル移行はできないとい

う判断に至った次第でございます。したがいまして、５月１０日、先週の火曜

日になりますが、こちらにございます法律案を国会に提出したところでござい

ます。 

 法律案の内容について、概要をご説明申し上げます。矢印の下にございます、

措置事項というところでございます。岩手県、宮城県、福島県、この３県にお

きます地上デジタル放送の受信に必要な設備の整備を円滑に行うため、以下の

措置を講ずる。 

 （１）ということで、電波法におきまして、アナログ放送からデジタル放送
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への移行期間を１０年間と法律上、定めております。その始期というのは、告

示で定まっておりますが、その始まりの始期が平成１３年７月２５日でござい

まして、その１０年後の今年７月２４日が、このアナログ放送用の周波数の使

用の期限になってございます。この周波数の使用の期限を、平成２４年７月２

４日を限度として延長することができるというのが１点目でございます。２点

目は免許に関してでございまして、その周波数の使用の期限を延ばしたときに、

免許の有効期間もすべて今年の７月２４日までになってございますので、それ

を自動的に延長させるというものでございます。 

 （３）につきましては、普通、放送局を開設した場合は、電波利用料を徴収

しているわけでございますけれども、（２）で免許の有効期間を延長した放送局

につきましては、電波利用料の納付を要しないということでございます。 

 最後に、本来であれば今年７月にアナログ放送を終了し、アナログ放送に要

する費用が発生しないということでございましたが、それが震災により発生す

ることになりますので、民放において、これに係る費用につきまして、電波利

用料を当てることができるようにするという、電波利用料の使途の追加でござ

います。 

 以上４点を内容といたします、法律案を出させていただいているところでご

ざいます。現在、まだ国会審議には至っておりませんけれども、できるだけ早

期の成立を私どもとしてはお願いしているところでございます。 

 なお、本日ご報告させていただいておりますのは、当然、放送のデジタル化

自体が周波数の有効利用につながるということで、電波監理審議会のさまざま

なご審議にも影響を及ぼすという、大きな観点が１つでございますけれども、

もう一つ、措置事項の（１）にございます、来年の７月２４日を限度として延

長することができるとされておりますけれども、法律上は１年間を上限として

法定しております。実際の延期期間は、先ほど告示と申し上げましたけれども、



-9-

周波数割当計画、放送用周波数使用計画、放送普及基本計画、これは改正放送

法後は、基幹放送普及計画という名称になりますけれども、そういう３つの告

示を変更し、その中で実際の周波数の使用の期限を定めることになってまいり

ます。これらの告示の変更につきましては、電波監理審議会の必要的諮問事項

となりますので、法律が成立後、速やかに適当な延期期間を検討させていただ

いた上で、審議会にもお諮りさせていただきたいと思っておりますので、よろ

しくお願いいたします。 

 私からの説明は以上でございます。 

○原島会長 ありがとうございました。 

 ３件、通信インフラの被災状況・対応状況、放送インフラの被災状況・対応

状況、そして法律案のご説明をいただきました。 

 どういたしましょう。まず１つずつ、ご質問、ご意見があれば伺うことにい

たしましょうか。まず、通信インフラの被災状況及び対応状況についてでござ

いますが、いかがでございましょう。 

 現在、ＮＴＴ固定電話は１.２万回線が沿岸部を中心に不通である。携帯電話

は合わせて４９３基地局が停波中であるということですが、どうなのでしょう

か、この不通というのは、そこに人がおられながら不通なのか、それとも非常

に残念なことに、そこはもう現在なかなか人がおられないような場所になって

いて不通なのか、それはどうなのでしょうか。 

○川村電気通信技術システム課企画官 お答えさせていただきます。固定電話

に関してでございますが、お手元の資料の３ページ目と４ページ目をごらんい

ただきたいと思います。まず、岩手県は固定電話に関しましては、交換局まで

はもうすべて復旧しておりますので、宮城県と福島県になりますけれども、宮

城県は三陸沿岸の島、女川町のところのちょっと沖にある出島、それから江島

という、この２島の交換局が現在まだ復旧していない状況ですので、ここのエ
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リアの固定電話がまだ不通の状態でございますが、ただ、ここは津波の影響で、

被災の状況がかなり厳しい状況にあるように聞いておりまして、まだ住民の方

が復帰できているかどうかは、ちょっとそこははっきりはわからないのですけ

れども、ただ、かなりまだ瓦れきなどが散乱している状況だというふうには聞

いております。 

 あとは４ページ目でございますけれども、福島県の福島第一原発の２０キロ

圏内の浪江町、双葉町、大熊町でございます。ここも交換局がまだ復旧してい

ないため、このエリアは固定電話は不通の状態でございまして、ここも、もう

今は警戒区域になっておりますので、人は原則、立ち入りはできないことにな

っています。 

○原島会長 作業をされている方以外は、ということでしょうか。 

○川村電気通信技術システム課企画官 作業されている方以外は、立ち入りで

きない状況でございますので、そういった意味からしますと、基本的に人が住

んでいらっしゃるようなところは、交換局までは通信ができる状況になってお

りまして、あとはアクセス回線です。そこのところを個別に修復していくこと

によって、固定電話に関してはつながるようになるという状況でございます。 

○原島会長 この、交換局と利用者宅間の通信回線の切断等をしているところ

もありということですけれども、この利用者宅というのは、お住みになってい

て、通信回線が切断しているのか、やっぱりこの利用者宅も、津波等でここの

方は避難されていて、そこにはだれもおられないのか、その辺はどうでしょう

か。 

○川村電気通信技術システム課企画官 基本的にアクセス回線に関しましては、

ＮＴＴの局の方で全部が把握できるようにはなっておりませんので、住民の方

がお帰りになって、そこで電話がつながらないということでお問い合わせをさ

れる。そのお問い合わせを受けて、ＮＴＴのほうで原因を調べて復旧させてい
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くという作業になりますので、基本的に住民の方からお問い合わせがあれば、

順番等ありますけれども、そこは速やかにＮＴＴは作業をして、復旧させてい

くということで順次、取り組んでいるところでございます。 

○原島会長 何かございますでしょうか。 

○前田代理 いいですか。今の、福島の地区の原発で避難されている地域は局

も被害を受けているということなのですね。 

○川村電気通信技術システム課企画官 はい。ここは局も被害を受けていると

聞いております。 

○前田代理 局も被害を受けているし、住民の方々もいらっしゃらないという

ことですね。 

○川村電気通信技術システム課企画官 はい。 

○前田代理 なるほど。 

○原島会長 その被害、もし地震による被害であれば、何らかの工事が必要か

もしれないわけですけれども、今、それはできない状況になっているというこ

とでしょうか。 

○川村電気通信技術システム課企画官 はい。もう人も原則、立ち入れない状

況でございますし。 

○原島会長 ということですね。 

 よろしいでしょうか。 

○前田代理 先ほどの法律で言うと、地震と原発避難地域は、何か区別はして

いないのですか。 

○吉田地上放送課長 特段してございません。 

○前田代理 地域だけであるということですか。 

○吉田地上放送課長 はい。 

○原島会長 その３県をどうするということで、そのもとの原因が云々という
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ことではない。 

○吉田地上放送課長 はい。 

○原島会長 それでは次に、後でもしかしたらご質問があればお受けしますけ

れども、テレビジョン中継局についてはいかがでございましょうか。 

 これも停波がある。ほとんどの避難所というか、すべてですけれども、避難

所に対して、人がおられるところについては、きちんとデジタルを中心に整備

されているということかと思いますけれども。 

 よろしいでしょうか。 

 そういう避難所、被災状況及び対応状況があって、そのもとで地デジへの移

行を、１年間を限度として延長することができるという法律案が国会に先週火

曜日に提出されたということでございます。この法律案についてはいかがでご

ざいましょうか。ご質問があれば。 

 少なくとも３月までは、順調に進んでいたのが、今回の大震災があって、特

に地デジへの移行は、地元の方の協力があってできるということであったわけ

ですが、地元の方がやはり被災に対するいろいろな取り組みのほうが中心にな

って、なかなかこちらの方にはできないという事情も総合的に判断して、３県

に限り１年間を限度として延長することができるということかと思います。 

○松崎委員 よろしいでしょうか。 

 限度として１年で、先ほど６万世帯ぐらいだったら、そんなに時間はかから

ないだろうということもありましたけれども、今、目安などは全然つかないの

でしょうか。６万世帯を地デジ化するのに要する、時間的なシミュレーション

はされたのでしょうか。 

○吉田地上放送課長 対策自体は、もともと３月から７月までやろうとしてい

たことが、６万のうち４万５,０００世帯ぐらいの人たちということでございま

すし、この被災によって、壊れて直さなければならないところ、これもあくま
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で推計でございますので、今、具体的にどのぐらいかというのは、さらに精査

しておりますけれども、これも１万５，０００世帯ぐらいですので、４万５,

０００世帯に比べて飛び抜けて多いわけではないということで、対策を本格的

に始めることさえできれば、本来３月から７月まででやろうとしていたものが、

プラスアルファになるのかならないのかという世界で済むのだと思います。あ

とは、そういうさまざまな地域の復興状況であるとか、居住環境というのが、

どれだけ落ちついてくるかということで、これも当然、今年の７月２４日まで

に、どの程度の期間を延長するか決めなければなりませんので、確実な見通し

はできませんけれども、その時点で得られる、そういう情報を勘案して、期間

を定めて提案させていただくことになるかと思っております。 

○松崎委員 これを再延長する可能性は、この１年の間にはほぼない。 

○吉田地上放送課長 １年間を限度とするのを、もう一年とか、そういう話で

すか。 

○松崎委員 そういう可能性はないのでしょうか。 

○吉田地上放送課長 現時点で、地元の自治体のご意向とかも伺っている中で、

この程度の期間があれば、最大でも十分ではないかと考えておりますが、これ

ばっかりは絶対ということは、もちろん申し上げられませんけれども、少なく

とも現時点では十分かと考えております。 

○松崎委員 わかりました。 

○原島会長 万が一、そのような形になった場合には、もう一度法律案の改正

ということになるわけです。 

 ほかにいかがでございましょうか。 

 この法律案は、国会の事項ですので、この審議会としては今回報告を受ける

ということなのですが、これが通りますと、その後、周波数割当計画、ほかの

告示等が必要になって、それはこの電波監理審議会の審議事項になるというこ
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とです。したがって、告示も今度の７月２４日より以前にきちんとできていま

せんと、７月２４日から周波数割り当て等ができないみたいな、おかしなこと

になりますので、国会の審議ということなので、スケジュールは必ずしもはっ

きりしないかもしれませんけれども、間に合えば、次回のこの審議会、６月に

かかるということですし、もしそれよりも遅くなるようなことがあれば、７月

２４日よりも以前に臨時の審議会等がもしかしたら必要になる。そういうこと

で、よろしいわけですよね。 

○吉田地上放送課長 もちろん７月も定例が予定されていると伺っております

ので、そういうことも含めまして、あとはスケジュール的にまたご相談をさせ

ていただくことになるかと存じます。 

○前田代理 これによって、電波の跡地利用についての計画は、仕様等につい

ては一部変更になると考えるべきですか。 

○奈良放送政策課長 その点について、今、マルチメディア放送を所管してい

る立場から、放送政策課より説明させていただきますと、いわゆるＶ－Ｈｉｇ

ｈ開設計画を、既にこの電監審での審議・答申を経て認定しましたが、そこの

計画では東北地方はちょっと遅いのです。東京はもちろん来年から始まる予定

ですけれども、東北地方はもう一年程度遅くに始まる予定ですので、そういっ

た意味での影響は小さいと思っております。ほんとうにそれだけかどうかとい

うのは、今、事業者と詰めておりますけれども、マルチメディア放送Ｖ－Ｈｉ

ｇｈの開始に関しては大きな影響はないだろうと考えております。あと、制度

整備という意味で、当然、先ほど来、周波数割当計画等を、電監審にお諮りす

ることになろうかと思いますが、私どもは、Ｖ－Ｈｉｇｈの開設指針の方を、

多分、規定の整備的な話になろうかと思いますけれども、これを改正する必要

がないかどうかというのを検討しておりまして、必要があれば改めてこちらに、

同時期にお諮りすることになろうかと思っております。 
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 以上でございます。 

○渡辺電波政策課長 同じくＶＨＦ帯において、公共ブロードバンドシステム、

いわゆる災害等でのブロードバンドの無線のシステムを導入するということで、

制度整備も終わりまして、これから使うというタイミングになってございます。

今、お話しの東北３県以外の利用に関しては、何ら問題はございません。ただ

東北３県におきましても、具体的ニーズとして挙がってきたのは、原発の地域

ですとか、そういった地域ですと、実際は見ていらっしゃる住民の方々もいな

いということもございます。こういった意味で、公共ブロードバンドのシステ

ムを使って、災害等に活用したいという声も、今回、出てきている状況でござ

います。そこは適宜、既存の無線局の干渉のない範囲で対応してまいりたいと

考えてございます。 

○原島会長 いかがでございましょうか。 

 よろしいでしょうか。 

 まだまだ、これからいろいろ大変だと思いますが、よろしくお願いいたしま

す。本日はありがとうございました。 

 

閉    会 

 

○原島会長 それでは、本日の審議会はこれにて終了といたします。 

 次回の開催は平成２３年６月１４日の火曜日、１３時からを予定しておりま

すので、よろしくお願いいたします。どうもありがとうございました。 

（情報流通行政局職員退室） 

 


